	鍛工品製造業


生産は依然、前々年の水準を下回るものの、前年同期に比べると持ち直している。ただし、受注単価が引き続き弱含みである中、材料価格が強含みで、今後も値上げが予定されていることや、継続して行う必要がある設備投資もあり、収益は厳しい。

業界概要　
鍛造は、鉄等の金属素材を打撃、加圧することにより、素材の内部組織を緻密、均質化、強靭にするもので、同時に素材の成形加工も行う。これら鍛工品は、強い圧力や衝撃のかかる軸類等の機械部品に使用される。
加工方法には、型鍛造、自由鍛造、特殊鍛造がある。
型鍛造は上下一組の金型内に素材を入れて圧縮加工するものであり、自由鍛造は上下金敷間で各種冶金具を用いて、局部を打撃、加圧する。特殊鍛造は複数のロール間でリング状の半製品を成形していく。このほか、炉で加熱後、加工する熱間鍛造と、常温のまま加工する冷間鍛造があるが、ほとんどが前者である。

需要先の業種は、全国では自動車関連が多いが、大阪地区では、そのウエイトが低く、産業用運搬車両、農業機器、化学工場用プラント機器、建設機械、鉄道車両等、幅広い。
平成20年における大阪府内の鍛工品製造業の事業所数は90、従業者数は1,318人、製造品出荷額等は568億19百万円で、対全国比はそれぞれ15.8％、8.9％、9.8％である（大阪府統計課『大阪の工業』、経済産業省『工業統計表（産業編）』、従業者３人以下を含む全数）。
生産は持ち直しへ
平成15～19年の生産高は主に外需に支えられて、重量、金額とも前年値を上回り、順調に推移した。しかし、20年秋以降、かげりがあらわれ、21年１～３月は大きく落ち込んだ。同年央には下げ止まったが、21年計では前年比約４割の減少となった。22年に入って、依然、前々年の水準よりは低いものの、前年同期の値を上回っており、生産は持ち直している。

収益は厳しい
生産は持ち直しているものの、受注単価は引き続き弱含みであり、収益は厳しい。材料となる鋼材は、今春には鉄鋼メーカーの値上げ要請が受け入れられ、今夏以降の取引から値上げされていく予定である。なお、

鋼材は、自動車部品や特殊金属では支給される場合があるが、一般には自ら調達する。このほか、加熱炉の維持コストも、燃料費は横ばいであるが、生産が本格的に回復していないため、収益を圧迫している。炉は電気炉、ガス炉、重油炉のうち、エネルギー効率や環境への配慮から、電気炉又はガス炉を使用する企業が多い（ただし、材料の形状や温度設定の関係で各炉を使い分ける企業もみられる）。
設備投資は一部で継続
能力増強投資はみられないが、設備の補修、維持等の投資は行われている。これは、主要設備であるエアハンマ、プレス機械は打撃、加圧に伴う消耗が激しく、部品、部材の交換並びに機械本体の修理、入替えを継続して行う必要があるためである。
このほか、特注品や試作品に強みをもつ一部企業では、研究開発投資に力を入れ、ステンレス材や各種非鉄金属を対象に新たな用途開発に取り組んでいる例がみられる。
雇用は抑制傾向ながら、一部で前向き
鍛造工程では、熟練技能工の経験や勘が必要とされる部分が多く、これら技能工の確保が重要となる。このため、操業短縮を行う場合でも、人員整理は最小限にとどめてきた企業が多い。
受注が大きく落ち込んだ21年については、雇用調整助成金等を活用して雇用維持に努めた企業がみられた。また、一部企業では、正規社員の一部及び60歳以上の嘱託の人員整理を行った例もみられた。こうした状況下、22年春に新規採用を行った企業は、ほとんどみられなかった。
なお、現時点で、今秋からの新規採用者をすでに内定している企業や、来春の新規採用に向けて求人募集を行う企業がみられる。
今後の見通し
需要先である機械組立メーカーは受注の回復により生産計画を上方修正しつつあるが、当業界への発注は遅れている例が多い。これは、これら機械組立メーカーが21年に行った人員整理（主に非正規工の削減等）や設備縮小の関係で、稼動率を高めるのに時間がかかっているためであるといわれる。こうした中、各社ともこれら機械組立メーカーの生産体制が早期に本格化することを期待している。　　　　（松岡　信明）
[image: image1.emf]　平成  19年 2,652,321 (  　4.4) 634,384 (   5.9)

　　20年 2,569,755 (  -3.1) 652,873 (   2.9)

　　21年 1,470,287 (-42.8) 410,833 (-37.1)

22年１～５月 837,485 (  78.0) 218,665 (  56.9)

　　　鉄系とアルミニウム系の合計で、鉄系が９割強を占める。
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資料：経済産業省『鉄鋼・非鉄金属・金属製品統計月報』

（注）従業者20人以上の事業所。（　）内は前年比、前年同期比。
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